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Abstract
Japan Civil Engineering Company was suddenly founded in 1887.  It was reported that the 
capital was ￥2,000,000 and was one of the largest company in Meiji era. Kihachiro-Okura, 
Denzaburo-Fjita and Eiichi-Sibusawa, powerful management of that era participated in the 
company.  But company has been liquidated suddenly.
The reason of liquidation of the company was the Former Public Accounting Act which was 
promulgated in 1889. The Act was in principle the general competitive bidding.  But the company 
had planned to work orders simmer extraordinary and it is said for a long time that because the 
management has deteriorated rapidly for the Accountancy law.
But I can not ﬁ nd the data indicating that the company's performance has deteriorated in this 
survey.  It also describes the company history“Taiseikensetu － shasi”and reasons for failure of 
a company, the Former Public Accounting Act law is a bundle of contradictions from the 
standpoint of accounting was found. Also it not the joint management of three, it was a subsidiary 
of Okura group was also found this company.
１．始めに
　明治20（1887）年３月大倉喜八郎、澁澤栄一
そして藤田傳三郎らによって日本土木会社が、
創設された。資本金200万円。この金額は当時
としては桁違いで「他には三井銀行が200万円
と大阪商船会社の150万円があるのみである。」i
くらいだった
　ところが明治25（1892）年10月、日本土木会
社は突如解散してしまう。その主因について日
本土木会社の後継会社である大成建設㈱の「大
成建設社史」によれば、会計法の公布が主因で
あるとされている。日本土木会社について書い
た文献は多いが、いずれも大成建設社史から引
用し「会計法主因説」とでもいうべき立場を踏
襲している ii。
　しかし、日本資本主義の立役者が３人もそ
ろって創出した「巨大ゼネコン」が、本当に法
律一つで、わずか５年余りで破たんに追い込ま
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れてしまったのだろうか。
　「大成建設社史」は、日本土木会社の誕生と
突然の消滅について47頁も割いて記述している。
この社史を、精査し「会計法主因説」が経営学
的分析の見地からどこまで支持される説なのか
について検証するのが、本小論の狙いである。
（1）検証する事項
　前述の検証を行うために、「会計法主因説」
に係わる以下の事項についての分析を試みる。
①日本土木会社の業績は、明治23年～ 25年頃、
本当に悪化していたのか。またその程度。
②日本土木会社は、大倉、澁澤、藤田の共同設
立の会社だが、設立後の経営もトロイカ体制
だったのか。
③大成建設社史の「会計法公布が日本土木会社
の清算の主因」とする説は、経営学的にも辻
褄が合うものなのか。
④会計法の公布で会社の前途の見通しが暗いも
のであったため日本土木会社を清算したのに
もかかわらず、大倉がその事業を大倉土木組
として事業継承したのは何故か。
⑤大倉土木組はいつごろから業績が上向いたの
か。
（2）調査方法
　文献による調査及びヒアリング。ヒアリング
先は日本土木会社の後進である大成建設㈱コー
ポレート・コミュニケーション部である。
２．先行研究
　日本土木会社に関する論文は見つからなかっ
た。日本建築学会、日本土木学会、日本建設業
連合会の資料も確認し、そして日本土木会社の
末裔である大成建設にも問いあわせたが、見つ
からなかった。
　文献としては「大成建設社史 iii」が一番詳細
に記載されているものである。但し社史は、歴
史的事実を正確に記述するというより、「ステー
クホルダーに知っておいて欲しい大成建設像、
大倉喜八郎像」になりがちな可能性がある。従っ
て、一次資料ではあるが、史実を抽出しようと
する場合は、他の外部資料との対比の上で精査
が必要となる。
　その他の主な文献としては、菊岡俱也『建設
業を興した人びと　今創業の時代に学ぶ』、飯
岡精一『建設業の昔を語る』、岩下秀男『日本
のゼネコン―その歴史といま』、建設業を考え
る会『にっぽん建設業物語』、砂川幸雄『歴史
物語「建設五社」』、清水建設『清水建設二百年』
武田晴人『談合の経済学』があるが、いずれも
日本土木会社に関する記述においては、大成建
設社史をほぼそのまま踏襲しており、新たな見
解、解釈などについて触れているものではない。
３．日本土木会社の沿革と概要についいて
（1）大倉喜八郎と藤田傳三郎について
　日本土木会社の設立の中心となったのは、大
倉喜八郎と藤田傳三郎である。ともに、明治を
代表する実業家である。そしてともに建設業に
関心を示し大倉組商会、藤田組という建設会社
を作り、建設請負人として大きな足跡を残した
ことも共通している。
　日本鉄道建設業史によると両人は「大倉は東
京を本拠とし、藤田は根城として専ら政府工事
を請負、その勢力但伯仲し、時に鍋を削って角
逐することを免れなかった。」iv とあり、政府
工事を巡るライバル関係にあったようだ。
　両人は少なくとも明治14（1881）年頃から面
識があったようだが、次第にライバルから「元
請・下請関係ではなく工事ごとに資金を提供す
る協同体制をもち、大工事を施工するように
なっていた。」v 今日でいうジョイント・ベン
チャー（共同企業体）の走りと考えられる。大
阪の琵琶湖疏水工事はその代表例として知られ
る。この工事は両人の共同請負であり、途中で
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両社が合併し日本土木会社に受け継がれた。
　尚、日本土木会社に関連するもう一人の重要
人物である澁澤栄一は、この両者の斡旋役 で
あり、経営の陣頭指揮に立っていたようではな
い。澁澤栄一は生涯に約500もの企業の育成に
係わったと言われるが、「自身が経営の陣頭に
立って、というより相談役や企業の創立委員と
して参画するなど助産婦役に徹したものが多
く」vi 日本土木会社の場合も同様の立ち場で参
加したようである。
（2）日本土木会社出現の背景
①建設需要の急増
　　日本土木会社の出現した明治20年頃は、日
本の近代産業の創世記であった。経済は急速
に発展し、建設需要も急拡大した。当時の建
設投資の規模や推移は不明だが、極めて急激
に増加したことは「明治10（1877）年に全国
に760しかなかった工場が、20年には1,890工
場と２倍以上に増えている。また国の総歳出
額は同じく明治10年に4,842万円だったのが
20年には7,945万円と２倍近くに増えている。
経済活動の基本的な指標がこのように伸びて
いるところからみて、建設工事の需要増が大
幅に増えたことは想像に難くない」vii また「明
治５（1872）年にわずかに国有鉄道の総延長
は５マイルに過ぎなかったものが、26（1893）
年には国有558マイル、民間1,367マイルにも
なっていることからもうかがえる。」viii
②脆弱な施工体制
　　明治20年頃の建設業界は、急増する建設需
要に対し、十分な応え得る状態とはいえな
かった。そもそも「建築」という言葉すら一
般的でなかったようで、工学寮（現在の東京
大学工学部の前身）に明治６（1873）年に設
けられたのは「造家科」であり、「建築学科（東
京帝国大学工学部）」と改称されたのは明治
30（1897）年である。
　また「建設業界」なるものすら、当時は存在
していない。親睦団体の域を超え、業者間の
諸問題にも積極的に関与する団体が誕生した
のは、大正５（1916）年の東京土木建築業組
合が始まりである。
　　日本土木会社が誕生する明治20（1887）年
頃の大規模工事は、橋梁、鉄道、トンネル等
であった。こうした工事は企業者（主として
政府）の直営工事で行われた。
　　当時、政府、特に鉄道本庁には、海外留学
により新しい施工技術を習得した学士がそ
ろっていた。鉄道施設の施工はこうした新進
気鋭の学士及び外国人技師の施工計画により、
そしてその監督・指示のもとに行われた。ま
た建設に必要な資機材も政府が用意するのが
通常で、「建設会社」は、「切り投げ」「手間
請負」といった方式で、労務提供をするだけ
の機能しか持ち合わせていなかった。
　　即ち当時の「建設業者」とは、実際に作業
を行う土工や人夫を集めて、監督（官庁の技
師）の指示通り働かせるだけの「手配師」に
過ぎなかったのである。
　　また河川、道路、港湾なども、その多くは
内務省の直轄直営工事であったが、これも鉄
道と同様の事情だった。こうした「施工」体
制では、急増する需要の増加についていけな
いことは容易に想像されるところであった。
③ジョイントベンチャーから共同出資会社設立
へ（日本鉄道建設請負業史より）
　　とはいえ、殖産興業の政策推進のため、明
治政府は、社会資本の整備の必要性に迫られ
ていた。そして工事はさらに増加した。 そ
れに伴い、政府が、設計から施工管理まで全
てを担う方式では、急増する工事の消化はい
よいよ困難となってきた。この解決策として
は、建設業者が成長し、政府の役割の一部を
負担してもらうことしかない。限られた政府
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の技師だけでは、急増する工事の消化は困難
となってきていたのである。
　　海軍もこうした建設業者の成長を望んでい
た機関の一つである。海軍は明治元（1868）
年に発足した。その後富国強兵の政策のもと
着々と拡大を続け、明治19（1886）年には佐
世保港の設営を行い、その後横須賀、呉軍港
の施設拡充を計画していた。この佐世保港建
設を行ったのが大倉組商会と藤田組であった。
　　この工事の仕方については大成建設社史に
は「協力してこれに従事した」とある。また、
日本鉄道建設請負業史は、「佐世保鎮守府の
工事開始されんとするや、両者間に激烈な競
争を招来した。時に藤田一家たる久原鹿次郎
は両虎争って共に疵付くは智者の取らざる所
となし、たって両者間の融和を謀り、暫定的
に藤田・大倉の名を以て佐世保鎮守府の地均
し工事を請負施工することになった。」ix とし
ている。
　　そして日本鉄道建設請負業史は、「次いで
呉鎮守府工事も同組織を以て請負い成果見る
べきものあり、気運次第に熟成して来って両
者を中心として一大請負会社の設立の議起こ
り、渋沢栄一、亦其間に斡旋するところあ
り」x 日本土木会社が設立したとしている。
ジョイントベンチャーを経験することで、そ
のメリットに気が付いた大倉及び藤田がいわ
ば恒久的ジョイントベンチャーとしての日本
土木会社の設立を思いついたというのである。
④政府からの有力会社設立の勧め
　　一方、大成建設社史を見ると、事情はやや
異なる。即ち海軍当局は「明治19（1886）年
末からは佐世保軍港の設営にとりかかり、こ
の工事を当時の二大有力業者であった大倉組
商会と藤田組に行わせた。大倉、藤田は協力
してこれに従事したが、海軍当局は引き続き
横須賀軍港、呉軍港などの施設拡充を準備し
ていたので、合体して単一の有力会社を作る
ようにすすめたわけである。」xi として、日本
土木会社の設立に際しては、海軍の勧めが
あったことを記している。
　　大成建設社史が触れている日本土木会社設
立のもう一つの契機は、日比谷を中心とする
官庁街の建設計画に関してである。この建設
工事の所管は当初工部省だったが、明治18
（1885）年工部省は廃止され、内閣直属の臨
時建設局に移った。臨時建設局の総裁は井上
馨であった。
　　大規模な官庁街を建設するために「政府当
局は、しっかりとした請負業者の出現を期待
し、財界有力者と、建設請負業経験者の共同
出資による建設会社が設立されるならば、こ
の官庁街の主要工事を設計を含めてその会社
に請負わせるとの構想を示した。」xii
　　日本土木会社は海軍及び新官庁街の建設計
画の初所管である臨時建設局という政府の２
つの機関の要請により設立された、として記
しているのである。
　　日本土木会社はジョイントベンチャーのメ
リットに着目した民間の意向で作られたのか
（日本鉄道建設請負業史）、あるいは、海軍施
設、日比谷官庁街をはじめとするビッグプロ
ジェクト推進のためのきちっとした施工能力
を持った受け皿としての建設会社の誕生を必
要とする官庁側の意向により作られたのか
（大成建設社史）、二つの資料の見解は異なる
ように見える。
　　しかしこの二説は、他を排斥するものでは
ないようにも思える。政府側は政府庁側の、
民間は民間の狙いがあった。そしてそれぞれ
の思惑を結実させる手段として「巨大ゼネコ
ン創設案」で一致して、明治を代表する財界
の三巨頭のそろい踏みによる巨大ゼネコンが
出現した。
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（3）日本土木会社の出資者及び役員について
①出資者一覧と異説
　「渋沢栄一伝記資料　13巻」によれば、日本
土木会社の株主名と所有株数は、以下のとおり
となっている xiii。（表１）
　本件に関し、日本土木会社の末裔である大成
建設㈱のコーポレート・コミニュケーション部
に問い合わせたところ、株主に関する資料はな
いとの回答だった。 また大成建設社史も創立
委員会のメンバーについては記載しているもの
の、確定した「株主名簿」は記載していないし、
株主についても言及していない。即ち株主名簿
は、その本来の管理者（大成建設㈱）の資料で
は確認できていないのである。
　それどころか大成建設㈱側からは、日本土木
会社の出資額の信憑性について疑念の余地があ
るとの資料が出されている。それは大成建設㈱
の社報「たいせい128号」であり、その中には、
資本額について疑義を呈する以下の記載がある。
　たいせい128号「大倉土木の実像その１　渡
辺渡氏に聞く」xiv、より。（この特集は佐藤良
也読売新聞社新聞監査委員会委員と東京経済大
学渡辺渡教授との座談会が掲載されており、そ
こで以下のようなやり取りが示されている。）
　（佐藤） 「この200万円という金額は、当時と
しては大変な金額だったわけですね。」
　（渡辺） 「大成建設の社史にも書かれているん
ですが、その真偽については確かめ
きれないところもあるんです。200万
円というスケールは、三菱の郵船、
その他の鉄道事業といった特殊なも
のを除きますと、ケタはずれなんです。
200万円が資本金として実際に払い込
まれたのか、あるいは看板だけであっ
たのか、その不確かさはあるんです。」
　また、渡辺の話を裏付けるように、菊岡俱也
は、「澁澤栄一伝記資料」掲載の「執事日記」（明
治25年６月15日付）に「大倉が創立約定書及び
定款改正願いを６月16日付で府知事あてに提出
したところ、18日付で認可があり、その内容は
資本金200万円を75万円に、２万株を１万5000
株に、一株100円を50円に改むる」xv という記載
があるということを紹介している。
　日本土木会社は、200万円という巨大な資本
ࠑᮾிഃࠒ ィ 10,745ᰴ ࠑ኱㜰ഃࠒ ィ 9,755ᰴ 
኱಴႐ඵ㑻  5,345 ⸨⏣ബ୕㑻 5,000 
῰ἑ ᰤ୍ 2,000 ஂཎᗉ୕㑻㸦⸨⏣
ബ୕㑻ࡢ඗㸧 
2.758 
ఀ㞟㝔වᖖ 1,000 ᮌᮧ㟼ᗃ㸦኱಴⤌
⌮஦㸧 
300 
ᶓᒣᏞ୍㑻㸦኱಴⤌
๪♫㛗㸧 
1,000   
ᡭᓥ㘝ḟ㑻㸦኱಴⤌
๪㢌ྲྀ㸧 
500   
⚟ᓥⰋຓ 200   
ᑎ⏣ᨻᡂ 200   
ࡑࡢ௚    
⥲ィ 20,500ᰴ 
日本土木会社の株主（（ ）内は島田が追記）　　　　　　　　　　　　（表１）
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で多くの注目を集めているが、そもそもその資
本額、構成についても異論があるのである。そ
の異論が他ならぬ、澁澤栄一伝記資料と、大成
建設㈱の社報からのものであることの意味は大
きい。ちなみに大成建設史に記載されている設
立時の役員は以下のとおりである xvi。
社長兼東京支店長　　　　大倉喜八郎
取締役　　　　　　　　　藤田傳三郎
取締役　　　　　　　　　渋沢　栄一
東京支店駐在専務取締役　牛場卓三
東京駐在会計役　　　　　伊集院兼常
大阪支店長　　　　　　　久原正三郎
大阪支店駐在専務取締役　桑原深造
大阪支店駐在会計役　　　木村静幽
技術部長　　　　　　　　山田寅吉
（4）事業目的
　日本土木会社は土木建築一切の請負工事を営
業所目として、施工はもとより、測量、設計に
至るまですべてを引き受けた。今日のゼネコン
そのものの大変広い事業領域である。その他の
「建設会社」の大半が「人足手配師」の段階であっ
た当時としては、傑出した事業領域である。
　また「企業者が希望する場合は建造物を抵当
に資金を融通することも狙っており、巨大な資
本力は一つにはこの新しい形の営業活動を裏付
けるためのものでもあった。」xvii これも今日の
大手ゼネコンがしばしば行う「企業金融」であ
り、フィービジネスにも通じる先進的な事業を
志向していたことがわかる。
（5）技術者・職員
　日本土木会社の従業員は解散時点で69名とい
う記録がある xviii。一方明治20年時点の清水組
（清水建設㈱の前身）が20名である xix。日本土
木会社は『巨大建設会社』との冠をつけられて
語られることが多い。確かに明治を代表する建
設会社のもう一つの雄である当時の清水組に比
せば従業員数も多いが現在の感覚から見れば、
町場の工務店の人数に過ぎない。「巨大」とい
うのは資本金には該当するが、従業員数には該
当しない。
（6）日本土木会社の主要工事について
　こうして誕生した日本土木会社は、明治20
（1887）年頃から好景気に恵まれ次々と大工事
を受注する。当時の「著名工事のほとんどすべ
て日本土木の引き受けるところであった。」xx
日本土木会社が活動した６年間に引き受けた工
事は、主なものだけで105件に及んだ xxi。
　ただしこの105件が何を示すのかのリストは、
現時点までの調査では発見できていない。そこ
で大成建設史の本文に記載されている内容をも
とに主要工事のリストを作成したのが（表２）、
（表３）である。
４．会計法について
（1）会計法の誕生
　明治22（1889）年２月わが国で初めて会計法
が公布された。大日本帝国憲法と同時である。
憲法に国の財政について規定したのを受けて、
政府の行う会計事務の基本を定めたものである。
制定にあたっては、フランス・イタリア等の制
度が参考にされたという xxii。
（2）会計法の仕組み
　会計法の中で日本土木会社に関する規程で重
要なのは、政府の行う売買、貸借等の契約にお
いて、その契約相手を決める方式が、原則とし
て「一般競争入札」によることが定められた点
である。即ち「法律勅令ヲ以テ定メタル場合ノ
外政府ノ工事又ハ物件ノ売買貸借ハ総テ公告シ
テ競争ニ付スヘシ（第24条）」とされたことに
ある。つまり、公共工事における発注方式とし
て、特命は禁止されたことになるのである。
　当時も競争入札はしばしば行われていた。し
かし「大規模な工事や高度な技術を要するもの
に関しては、施工能力において信頼できる業者
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に「特命」で発注する例が大半だった。欧米の
技術に関する知識経験が不十分な当時にあって
は、当然の措置であった。」xxiii のである。
　前述のとおり、日本土木会社はこうした高度
な技術を要する大型工事を担わせるためのいわ
ば受け皿として、官民の意向が合致して設立さ
れた会社だった。その具体例が日比谷を中心と
する官庁街の建設であり、海軍施設工事だった。
その前提は特命による工事受注であった。
５．日本土木会社解散に関する資料の記述につ
いて
　会計法は、それまでの政府の方針の大転換で
ある。政府関連の大規模工事を安定的に特命受
注することを前提として設立された日本土木会
社にとっては、営業基盤の根底を揺るがす事態
であった。そして同社は明治25年10月解散し、
大倉組土木が事業を継承した。以下、大成建設
社史をもとに、その時の様子を振り返る。
（1）社史の記載（『大成建設社史』）にみる解
散の経緯について
　大成建設社史は、大倉喜八郎が全社員に対し
て会社解散宣言を行った様子について以下のよ
うに伝えている。
　「明治25（1892）年も暮れに近い十一月のあ
る日、大倉は全社員を一堂に集めて、次のよう
な会社解散宣言をした。『わが社の営業はこれ
まで順調で、相当な収益をあげてきました。し
かし、今後はことごとく会計法規にしたがい、
競争入札に依らなければならないことになりま
した。
　そうなりますと請負件数の減少をきたすおそ
れがあり、業界また不安定の状態が続くのでは
ないかと思われます。かかる際、組織の大きい
会社組織ではその対応ができず、経営が困難と
なり、ひいては株主に対してご迷惑がかからな
いともかぎりません。従って、むしろこの際思
い切って、平穏に会社を解散した方がいいので
はないかと考えまして、株主にはかりましたと
ころ、さいわい株主の皆さんの同意を得ました。
こういう例は外国にもいまだかって前例のない
ことでありますが、個人経営でやっても建設業
の将来に望みが持てないというわけではありま
せん。
　ですから、今後は、日本土木の持っている残
工事と会社の清算事務に入るとともに、今日以
後は私個人の責任において事業を継続して参り
たいと思います。個人経営ならかならず、この
困難な時期を切り抜けられると思いますから、
諸君はよくこの意のあるところを考察して、ま
すます努めて下さい。」
　事実、大倉はこの宣言に先立って株主総会を
収集し、日本土木会社の解散を協議、賛同を得
ている。設立以来ちょうど五年八か月目のこと
であった。xxiv」そして大成建設社史は続けて
以下のようなことも記載もしている。
（2）社史による解散理由について
　「明治22（1889）年２月、法律第四号で会計
法が公布された。その第八章は工事および物件
の売買貸借は、原則として一般競争契約による
べき旨を規定している。このことは、それまで
特命見積式でおこなっていた諸官庁の工事請負
を不可能にするものであった。
　この新情勢は、日本土木会社の営業活動に
とって、いたく苦しい条件になったようである。
というのは日本土木は中央官庁の建築工事や、
陸海軍の工事はほとんど特命見積式、それも内
示をもらって受注するという黙約を前提として
発足し、その代り技術と信用の面ではまちがい
のない仕事をしたから、組織や技術人の維持に
負担のない群小業者との向こう見ずな競争の場
にさらされては、かえって不利となったわけで
ある。
　会社設立の直接のきっかけも、海軍や建設局
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のすすめであっただけに、関係者の中には、政
府のこの措置に対して、約束がちがうと不満を
抱いた向きもあったようである。
　それでも会計法が公布されてからの数年間、
全社員全力をあげて営業活動にあたり、少なか
らぬ成果を上げたのであったが、大倉、渋沢ら
首脳が協議の結果、激しい競争入札制度下に
あっては「大資本、大組織によるよりは個人組
織による方が有利」との結論に達して、ついに
解散に踏み切ったものである。xxv」
　さらに大成建設社史は稲垣栄三『日本の近代
建築』から引用し、この間の事情を次のように
説明している。
　「会計法の公布は、日本の建設請負業者の業
態に大きな変化をもたらすこととなった。政府
の発注する工事のみではあるが、業者の工事獲
得の方法が、原則的に一般競争入札に改められ
たことによって、建設請負業は、企業としての
特質を加えていくのである。これまでは、民間
工事はおおむね特命によっていたし、官庁及び
軍の場合も特命ないし指名入札によるもので
あった。信用を武器としての政府との結びつき
は、ここに制度的にも打ち破られたのであって、
業者は原則として、従来蓄積してきた信用には
依存できなくなったわけである。従って日本土
木が最も大きな打撃をうけた。創立当初のよう
な形では会社を維持できなかったから、残工事
の完了後、ただちに他の多くの業者と同様の個
人経営に切換えなければならなかったのである。
　競争入札制の効果は、直ちに企業熱を勃興さ
せ、土建請負業は、経験、信用のないものに旗
揚げの機会を与える。群小業者が覇を競い、従
来の固定した市場を確保していた大業者には、
一つの試練が訪れ、日本土木会社が解散する前
年には、清水組、日本建築会社の東京府下三大
会社がそれぞれ不振に傾き xxvi、その事情を当
時の一新聞は次のように報じていた。
　『何故に是等の大工事家が近年にわかに衰状
を呈したるやと言うに、第一は国会空けてより
自由改新両党が無法にも経費を削減し、商工の
業の発展を顧みざるより、土木事業の絶えて起
こらざること、第二は会計法実施の結果として、
片や無責任無資力者競争入札の悪弊極点に達し
たること、其原因となれるものの如し』」xxvii
６．定量データから見る日本土木会社の経営状
態について
　確認すべき第一は、日本土木会社が解散に踏
み切ろうとするほどの経営状態に陥っていたか
という点である。肝いりで設立された巨大ゼネ
コンが５年余りで清算に至るには、それなりの
財務内容の悪化が見られたはずだからである。
そのためにはまず、財務諸表を確認する必要が
ある。
　次いで日本土木会社の「請負実績」の資料で
ある。この資料は、日本土木会社の顧客と特性
を示すだけでなく、数期先の決算を予想する資
料となる。
　第三番目に必要なのが、日本土木会社活躍し
た時期の市場動向（建設投資動向）の資料であ
る。会社を清算する場合、現在の会社の業績の
悪化（財務諸表で確認できる）だけでなく将来
の業績見通しも大きく影響する。たとえ現在の
業績が悪くとも、近々市場が好転する見込みが
あれば、経営者は清算を踏みとどまる可能性が
高いと予想される。そのためには、日本土木会
社の活動期間と清算後数年の建設投資情報が有
用となる。
　これらの資料により、日本土木会社が解散を
せざるを得ない状況に追い込まれていたことが
判明すれば、大成建設社史の記載を支持する証
拠の一つとなる。
（1）財務諸表について
　国立国会図書館で検索をしたが、該当する資
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料はなかった。また日本土木会社を継承した大
成建設㈱に確認したところ、証拠となる財務諸
表はないとの回答だった。xxviii となると、日本
土木会社がどれだけ業績が悪化したのかを裏付
ける客観的証拠はないことになる。xxix 従って、
日本土木会社が解散にまで踏み切らざるを得な
い状況に陥っていたか否かは、定量的に裏付け
る第一の資料はなかったことになる。
（2）「大成建設社史」から作成した「請負実績」
表について（表２）（表３）
　「請負実績一覧表」も上記（1）の方法で確認
したが、存在しなかった。次善の策として、大
成建設社史から判明する工事の情報を整理し作
成した、いわば手製の「請負実績一覧表」とで
もいうべきものが3－（6）で触れた『日本土木
会社の主要工事』（表２）、（表３）である。
　この表には土木12件、建築49件、計61件の工
事が掲載されている。日本土木会社の請負工事
は105件あるとされているから、（表２）（表３）
で示された工事は、件数ベースでは57.5％のカ
バー率である。もし「105件」工事のとらえ方
が同じだと仮定すれば、「件数ベース」では検
証に使える資料であると考えられる。
　但し肝心の請負金の記載がないものが多い。
また着工、竣工の時期も未記入のものが多く、
請負動向を推計する資料としては、不十分な内
容であり、今後他の資料による「補正」が必要
である。
　こうした制約はあるにしても、この表からも、
日本土木会社の請負動向に関し、以下の事実を
垣間見ることができた。
①着工時期が判明している工事は建築30件（但
し日本土木会社が設立前に大倉組商会が受注
し、設立後移管された３件は除く）、土木４
件の内、会計法が公布された明治22年１月以
降のものは、建築11件、土木は２件である。
日本土木会社の主要工事（土木）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （表２）
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日本土木会社の主要工事（建築）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （表３）
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②建築で会計法施行前と、施行後では、件数ベー
スで２対１、土木では半々である。土木はほ
ぼ全て官庁発注だが、建築は民間工事があり、
この部分は会計法の影響はないと考えれば、
件数ベースでは、会計法の影響による受注の
減少はさらに少なくなることになる。
③また、判明している分を見れば、工事金額は
土木（平均424,449円）が建築（平均1,794円）
より２ケタ大きい。従って、日本土木会社の
業績は、土木の業績に大きく左右されたと推
測できる。
④其の土木では会計法の前後の工事の件数は、
同じであり、落ち込みは確認できていない。
⑤従って、この資料からも会計法後に日本土木
会社の請負工事が急減したという事実は浮か
び上がってこなかった。
（3）建設投資額から見る日本土木会社の請負
環境について（表４）
　本表は江見の『長期経済統計　４資本形
成』xxx からの抜粋である。この表からわかるこ
とは、日本土木会社の主たるターゲットであっ
たはずの政府投資は、明治24→25年にかけて下
落した以外は、殆ど上昇か悪くとも横ばいで
あったということである。
　また民間投資は明治24年～ 26年の３期連続
の下落により半減した。しかし、日本土木会社
の主たる市場が政府投資であることを踏まえれ
ば、民間投資の落ち込みが日本土木会社の経営
を追い詰めた原因とは言い難い。従って、会計
法公布後も日本土木会社を取り巻く建設市場自
体は、さして悪化の兆しは見られない。
（4）日本土木会社『会計法』公布による経営
破たんについての基礎資料からわかったこと
①明治22年以降日本土木会社の業績が悪化して
ることを示す客観的なデータは見つからな
かった。
②大成建設社史から請負実績の復元を試みる
データを作成した。作成した資料は必要な情
報が不明な点も多く、十分な復元資料とはな
らなかったが、その復元データから見ても、
業績の悪化を裏付ける情報は得られなかった。
③建設投資額の資料でも、日本土木会社の業績
が急速に悪化した兆候は確認できなかった。
④日本土木会社の決算が悪化したとしても、せ
いぜい２、３期であり、200万円もの資本金
を考えれば、資本の棄損は軽微であったと推
測するのが常識であり、清算に至る事態に
なったとは推測しがたい。
７．『大成建設社史』に見る日本土木会社の経
営の在り方についての考察
　財務諸表他の定量データからは、日本土木会
社が経営的の苦境に追い込まれていた事実は確
認できなかった。では大成建設社史にかかれて
いる日本土木会社の清算のいきさつは、経営学
的に見て合理的なものであったのかについて、
以下に考察をする。
（表４）
᫂἞ 20ᖺ 21 23 24 25 26 27 28 29
すᬺ 1887 1888 1889 1890 1891 1892 1893 1894 1895 1896 
ᨻᗓ 12,361 12,992 14,435 16,514 23,508 19,783 20,246 22,831 22,290 40,273
Ẹ㛫 11,248 25,129 30,063 29,189 21,743 18.371 13,691 32,139 32.921 48,275
ྜィ 23,610 38,121 44,498 45,703 45,251 38,154 43.937 54,970 61,511 88,548
ᖺቑຍ  14,511 6,377 1,205 ڸ451 ڸ㸵097 5,780 11,033 6,541 27.037
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22
―　　―212
（1）「日本土木会社は大物経済人３人の共同経
営の会社であったか」ということについての考
察
　日本土木会社はその大きさだけでなく、「財
界の３巨頭」が集まって作った会社である点に
も注目を集めている。そしてその清算は、突如
であったということだけでなく「これほどの大
物経済人が３人で共同経営しながら」という点
でも、世間の注目を引いたことは間違いない。
　但し設立時に３人が協力したこととは事実だ
が、設立後の運営も３人が共同して立ったこと
を意味しない。
　今回、社史の記述を経営学的見地から整理す
ると、日本土木会社は澁澤、藤田、大倉の共同
設立の会社であるとの通説に反し、終始一貫、
大倉のグループ企業であったと考えなければ、
説明できないこと、即ち経営は大倉喜八郎がほ
ぼ単独で行ってきたことが判明した。それは以
下に示す証左による。
①藤田傳三郎及び澁澤栄一の経営に関するかか
わりについて
　　日本土木会社は大倉喜八郎経営の大倉組商
会と藤田傳三郎の藤田組が合併して設立され
た。しかし藤田傳三郎は、まだ日本土木会社
の経営が順調であった明治22年に、持ち株を
大倉に譲って退陣してしまうのである。岡山
県児島湾干拓事業と鉱山事業に専念するため
である。設立後２年しかたっていない時期で
あった。
　　藤田組はもともとは干拓、鉱物の採掘が本
業であり、もう一つの事業である土木部門と
用達部門を分離し日本土木会社に併合した経
緯があった。そして日本土木会社からの株式
引き上げを機に、藤田傳三郎は、建設の世界
からは完全に手を切る。
　　もう一人の重要人物である澁澤栄一も、日
本土木会社に関しては、設立時に大倉、藤田
の調停の労を担ったこと、解散に関して大倉
から相談され同意をしたことぐらいしか、関
わりの記載がない。
　　この澁澤栄一という人は明治の建設業にお
いてパトロンであり指南役のような存在で
あったらしい。その恩恵を受けた会社の一つ
が清水組（現清水建設㈱）であり、後の大成
建設㈱のライバル会社である。澁澤の清水組
（２代目清水喜助他）への支援は大きく分け
て２つである。其の一は、清水喜助への経営
上のアドバイスであり、その二は自ら関係す
る会社の工事の紹介である。
　　経営上のアドバイスについては、二代目清
水喜助、三代目満之助らへの経営指導は広く
知られるところで、同社の今日の基本理念で
ある「論語と算盤」は澁澤栄一の教によるも
のである。澁澤栄一は清水建設㈱にとっては
今日でも特別な存在である。社史「清水建設
二百年」には、清水家でもないのに澁澤につ
いて９ページも割いて記述をしているほどで
ある。
　　また澁澤が清水組に紹介した工事も実に多
く、第一国立銀行、石川島造船所他、枚挙に
暇がない。営業面でも強力な支援者だったこ
とが伺える。但し、澁澤の清水組における立
場は相談役に過ぎない。
　　一方澁澤が自ら取締役を務め、設立の中核
的役割を担ったはずの日本土木会社に対して
工事を斡旋したとの記録は、大成建設社史に
もない。また自らの会社の前身の会社の取締
役でありながら、大成建設社史には、澁澤に
ついて、わずか１頁弱の記載しかない xxxi。
　　以上を総括すれば次のようになる。藤田は、
設立後まもなく、名実ともに日本土木との関
係が切れていた。また、澁澤は同社の経営に
ついての助言も、工事の紹介もした形跡はな
い。清水建設に対してした一連の「お世話」
―　　―213
に比べると、大株主でありかつ取締役という
深い関わりを持っていたにも関わらず、澁澤
の日本土木会社の経営に対する関与は極めて
淡いものと判断される。
②株主構成の分析による日本土木会社について
　　会社設立時の出資者の中で判明している横
山孫一郎（大倉組副社長）手島鍈次郎（大倉
組副頭取）木村静幽（大倉組理事）は、大倉
組土木の幹部である。これに大倉喜八郎のも
出資分を加えると、34.9％であり今日の基準
でいう大倉グループの「関連会社」であった
ことがわかる。この時最大の株主グループは
藤田傳三郎・久原庄三郎兄弟の37.8％である。
しかし、藤田・久原は設立後２年にして資本
を引き上げてしまう。
③藤田の脱退で大倉のグループの子会社となっ
た
　　前述のとおり、藤田は設立後２年にして日
本土木会社から資本を引き上げる。この時点
で大倉の持ち株比率は72.6％になり（資本金
200万円として）同社は大倉の子会社となった。
したがって会社の運営に対しては、大倉の一
存でほとんど全てが決定できたことにな
る xxxii。
　　大倉以外の出資者は「大株主」ではあるが、
通常議決権行使の場面では無力である。彼ら
の関心は、また自らの出資金が棄損するよう
な事態にならないことであり、そうした事態
にならない限り、特に大倉に異をはさむこと
はなかったと思われるし、またあったとして
も否決されてしまう出資比率であった。
④解散にあたって大倉だけが奔走した理由
　　解散という重大事項に際し、大倉は「株主
総会を収集し、日本土木会社の解散を協議、
賛同を得ている。」と記載されている。これ
は日本土木会社が自らの子会社である以上は
当然の行為である。出資をしてもらっている
大株主及び、社外取締役の同意を取り付ける
ことは、日本土木会社の「オーナー」の重要
な仕事であるからだ。
　　一方この記述は、澁澤が相談を受け、同意
するだけの立場であったことの証拠でもある。
仮に澁澤も大倉と同様に日本土木会社の経営
の推進役であったならば、澁澤も大倉同様に
他の株主の説得に奔走していなければならな
かったからである。澁澤栄一の立場は今日で
いう、外部取締役であり大株主の一人として
理解するのが妥当と考えられる。
⑤大倉土木組が事業継承したことの意味につい
て
　　そして日本土木会社を継承したのが、大倉
土木組である。この一連の動きは大倉の「グ
ループ経営戦略の一環としての、子会社の統
廃合」そのものである。
（2）「清算理由」についての矛盾について
　日本土木会社で一番の謎は、5－（1）の
大倉が述べた解散理由である。特に問題な
のは、
・会計法による競争入札のため請負件数の
減少をきたす恐れがあり、業界の不安定
の意状態が続くと思われる。
・今後は大倉個人の責任において事業を継
続して参りたいと思います。個人経営な
らかならず、この困難な時期を切り抜け
られると思います
の２点である。これは経営学的には全く理
解不能の言説である。
①会計法による経営への影響についての可能性
　先ず請負件数の減少についてである。そもそ
も日本土木会社が作られた経緯は、それまで
の役所の手元で働くだけの労務供給しかでき
ない請負業者に代わり、役所の機能を肩代わ
りし施工管理から資機材まで自ら調達できる
「本格的な技術と経営体制を備えた会社」で
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あったはずである。
　　しかし、日本土木会社と従来の労務供給業
者とでは同じ建設に携わる立場でも、棲む領
域が全く異なる。日本土木会社が目的とした
のは軍港、鉄道、官庁街開発というビッグプ
ロジェクトのプロジェクトマネジメントであ
り、他に肩代わりできる業者はほとんど存在
しない分野である。だからこそ、日本土木会
社が作られたのである。
　　その必要性は会計法公布の前後でも全く変
わらない。一般競争入札により、人足集めし
かできない業者がプロジェクトマネジメント
の仕事を落札しても、施工は困難であり、立
ちいかなくなるのは必至であったはずである。
　　それを誰よりも知っていたのは日本土木会
社であり、そうした混乱により誰よりも迷惑
するのは政府であったはずである xxxiii。会計
法の見直しは早晩避けられないことは、大倉
が理解できていないとは考えにくい。
　　早晩見直されるならば、民間工事に力を入
れてしばらく我慢していればよい話であり、
清算などを考える必要性は考えられない。ま
して３年もたたないうちの本当に清算してし
まうことなど経営学的には説明がつかない話
である。
②運転経費から見た資本欠損の可能性について
の疑問
　　前述の①の話は、日本土木会社が200万円
もの資本金であったことと併せて考えれば、
さらに信頼度の高い話となってくる。日本土
木会社は、資本金こそ傑出しているが、従業
員（技師）は解散時点で69名に過ぎない。事
務職員を加えたとしても、100名を下回る水
準であったと思われる。しかも明治20年代に
は建設機械はほとんど存在しない。少なくと
も今日のように１機５、６億円もする高額の
タワークレーンのようなものは存在しない。
　また職人は請負であり、日本土木会社と雇
用関係にはない。従って給与は発生しない。
建設材料代の立替はあるとしても、竣工時ま
でには精算されているはずである。となると
会社の費用の大半は、技師・事務員への給与
であったと推測される。
　　日本土木株式会社が大倉土木組に移管され
た明治27年、大倉土木組の従業員の一人あた
りの給料は20円前後だった。仮にこの20円を
日本土木会社の給与として置き換えた場合、
従業員が100名だとしても、１年間の人件費
は24,000円に過ぎない。資本金が200万円で
あれば、創業以来たとえ入手工事ゼロでも80
年以上は会社はもつのである。明治25年時点
でも、日本土木会社の自己資本は、まだ巨額
であり、殆ど欠損していなかったと推測され
る。
③会計法による現実の決算への影響について
　　通説に反し、会計法は日本土木会社の経営
に深刻な影響を与えていなかったと考えられ
るとする一つの理由は、清算したいとの大倉
の提案に対し澁澤以下の出資者は、さしたる
異議もなく同意したことにある。もし通説の
ように業績が悪化し、日本土木会社の資本を
毀損している事態になれば、清算に際しては、
澁澤栄一ほか多くの出資者に多大なる損失を
与えることになり、簡単には清算の話は同意
が得られなかったはずだからである。
　　この事実からも、資本はほとんど毀損して
いないと推測できる。従って会計法による影
響はあったとしても軽微であったと考えられ
る。
（3）清算後大倉が同社を引き受けることにつ
いての疑問について
①巨大企業ではだめで個人企業なら成り立つこ
とへの疑問
　　通常、不況時には自己資本が多いほど有利
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である。減資して自己資本を少なく、個人企
業にすれば、不況への耐性は下落こそすれ、
良いことはない。それどころか通常業績悪化
の場合は、他の企業との合併により資本力を
強化を図るのが通常である。「個人経営なら
かならず、この困難な時期を切り抜けられる
と思います」との社史の記述は経営学的には
理解不能である。しかしこれまでこの矛盾を
指摘した論文はない。
　　さらに不思議なことは「会計法」により市
場の混乱により「業界また不安定の状態が続
く」と予想される建設業界に、大倉だけが踏
みとどまることを表明した点にある。会計法
によって混乱させられるとしたら、大手も中
小も同様である。
　　こうした業界に留まることはリスクが高い
との判断があったからこそ、日本土木会社を
清算したのに、言い出した本人だけは建設業
を続けるというのはどう考えても矛盾である。
社史の記載とは裏腹に、大倉本人は、建設業
の可能性を信じていたのでなければ、前述の
大倉の発言は説明がつかないのである。その
解釈の裏付けとなるのが、大倉が大倉土木工
業という形で引き継いだ後の、業績の急回復
にある。
（4）大倉土木組へ経営移管をしてからの業績
の急上昇について（表５）
　この表は、日本土木会社を引き継いだ大倉土
木組の請負実績（完工ベース）である。この表
から言えることは以下のとおりである xxxiv。
①大倉土木組に業務を移管して、請負高は急増
した。わずか５年間で６倍である。
②明治29年に急減したものの、このとき、大倉
は会社清算に走った気配はない。この明治29
年の落ち込みは、日本土木会社の最後の２年
（25、26年）の比ではないにも拘らずだ。し
かも翌年は一気に2.5倍以上になっている。
③完工は、請負の２、３年前の活動の成果であ
る。となると明治27、28年頃の業績の好転は、
明治25年にはある程度の予想がついていた可
能性が大きい。そして明治25年は日本土木会
社が清算された年である。但し、その見通し
は、建設会社の経営に実際に携わり、市場に
直接接している立場に者にとってのみわかる
のである。そしてそれは大倉喜一郎に他なら
ない。
８．まとめと課題
（1）まとめ
①日本土木会社の、財務内容、資本構成及び請
負実績等経営分析に関する客観データは、は、
その継承会社である大成建設㈱にも存在して
いない。また建設関連の主要学会にも確認し
たが発見できなかった。従って日本土木会社
が経営的に悪化していたかについての実証で
きる定量的なデータは発見できなかった。大
成建設社史から作成した断片的なデータから
も、清算時の日本土木会社の業績悪化は確認
できなかった。
②日本土木会社を澁澤、大倉、藤田の共同経営
の企業とみる従来の視点は、事実に反する。
日本土木会社は設立時から大倉が経営の中心
であり、設立後２年にして子会社化したこと
により、大倉以外は、大株主、社外取締役的
大倉土木工業の請負実績　　　　　　　　　　　　　　　　（表５）
᫂἞ 27ᖺ ᫂἞ 28 ᫂἞ 29 ᫂἞ 30 ᫂἞ 31 
1895ᖺ 1896 1897 1899 1900 
578,000 1,518,000 937,900 2,517,000 3,716,000
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立場に後退した。
③「会計法破綻主因説」の原点となる大成建設
社史の記述は、経営学的見地から、矛盾が多
く、同説を以て日本土木会社の清算の経緯の
説明とすることは困難であることも判明した。
④会計法の公布で前途の見通しが暗いもので
あったため日本土木会社を清算したのにもか
かわらず、大倉がその事業を大倉土木組とし
て事業継承したのは、大成建設㈱社史の記述
とは異なり、大倉が建設業の将来に期待をし
ていた証であり、そのためには制約の多い合
弁企業より、フリーハンドの効く個人経営が
都合がよいと判断したものと推測できる。
⑤大倉土木組は、事業継承後早々に急速な業績
回復をした。この事実は、日本土木会社清算
時に大倉が業績回復に関しての確かな見通し
を持っていた可能性を示唆する証左である。
（2）今後の課題
　これまでの「定説」ともいうべき「会計法破
綻主因説」は、定量データの裏付けもなく、そ
の根拠となる大成建設社史の記述も、経営学的
には支持されにくいものであることが判明した。
これが本小論の結論である。
　とはいえ、日本土木会社の突如の清算は歴史
的事実であることに変わりはない。但し、本小
論の成果を踏まえ「日本土木会社は、大倉組商
会と大倉組土木の間に位置する大倉グループ企
業であった。」との視点に立つと、一見矛盾に
満ちた大成建設社史も、新たな展望を開く資料
として生まれ変わる可能性が出てくる。今後こ
の視点をもとにさらに裏付けとなる資料を収集
し、実証分析的視点から、「会計法破綻説」に
代わる日本土木会社の清算の事由の検証を進め
るのが今後の課題である。
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